
専門学校による社会人向け短期プログラムについて（案）

【これからの専修学校教育の振興にあり方について（平成２９年３月）】

【未来投資戦略２０１７（平成２９年６月）】
２０２２年までに大学・専門学校等の社会人受講者数を１００万人とする。

専門学校は、社会人の学び直し機会を積極的に提供していくことが期待されている。学び直し機会の創出に向けた工夫の支援とともに、専門学校のよる社会人等向け
短期プログラムを文部科学大臣が認定する制度の創設が重要（専門実践教育訓練給付の対象化も検討）。

専門学校の①短期プログラムに焦点を当てつつ、②社会人向けプログラムを可視化できる枠組みを
構築した上で、③経済的負担も軽減する仕組みを検討。

【人生１００年時代構想会議の設置（平成２９年９月）】
全ての人に開かれた教育機会の確保、負担軽減、無償化、そして、何歳になっても学び直しができるリカレント教育。
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社会人受入れの現状 社会人学び直しの課題

専門学校における正規課程社会人受講者数は５９，０００人
（全体の１０．５％）、附帯事業受講生は５８，０００人。

（出典）私立高等学校等実態調査

社会人向け
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（出典）平成２７年度社会人の大学等
における学び直しの実態把握
に関する調査研究

＜企業が大学等を活用しない理由＞

時間的コスト
軽減

経済的コスト
軽減

＜学びやすくなるための取組＞
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学費の負担などに対する経済的な支援

就職や資格取得などに役立つ社会人向けプログラムの拡充

土日祝日や夜間における授業の拡充

学び直しに関する情報を得る機会の拡充

学び直しに対する理解を高めるための企業などへの働きかけ

仕事以外の生活や共用に関するプログラムの拡充

放送やインターネットを使ったプログラムの拡充

学び直したことを社会的に評価するための仕組みの検討

公民館や図書館などの社会教育施設でのプログラムの拡充

大学・大学院などの教育・研究機関におけるプログラムの拡充
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専門学校による社会人向け短期プログラムについて（案）

社会人向けプログラム可視化・時間的・経済的コスト軽減方策

社会人受入れの現状 社会人受入れの課題

専門学校における正規課程社会人受講者数は５９，０００人
（全体の１０．５％）、附帯事業受講生は５８，０００人。

【職業実践専門課程】
企業等との密接な連携のより、最新の実務の知識等を身につけられ
るよう教育課程を編成し、より実践的な職業教育の質の確保に組織的
に取り組む専門課程を文部科学大臣が認定する制度。
＜認定要件＞
○専門学校の修業年限が２年以上の正規課程
○企業等と連携体制を確保して、授業科目等の教育課程を編成
○企業等と連携して、演習・実習等を実施
○企業等と連携して、教員に対し、実務に関する研修を組織的に実施
○企業等と連携して、学校関係者評価と情報公開を実施

【職業実践力育成プログラム（BP)】
社会人の職業に必要な能力の向上を図る機会の拡大を図るため、大学等
における社会人や企業等のニーズに応じた実践的・専門的なプログラム
を文部科学大臣が認定する制度。
＜認定要件＞
○大学等の正規課程及び履修証明プログラム
○教育課程の編成及び自己点検・評価において、組織的に関連分野の
企業等の意見を取り入れる仕組みを構築

○総授業時数の一定以上（５割以上目安）が企業連携等実践的な授業
○自己点検・評価を実施、結果を公表（就職状況や修得した能力等）
○対象の職業及び修得可能な能力を具体的かつ明確に設定し、公表
○受講者の成績評価を実施
○社会人が受講しやすい工夫の整備

大学

制度具体化に向けた検討事項

社会人向けプログラム可視化

時間的コスト軽減

専門実践教育訓練給付金
雇用保険の被保険者期間３年以上を有する者に対し、厚生労働大臣
の指定する教育訓練を受ける場合に、訓練費用の最大７割を支給する
ことにより、中長期的なキャリアアップを支援。

職業実践専門課程
講座数：７７０講座

職業実践力育成プログラム
講座数：７９講座

【社会人向け短期プログラム】
＜認定要件イメージ＞
○専門学校の修業年限が２年未満の短期プログラム（正規課程及び附帯事業）
○企業等と連携体制を確保して、授業科目等の教育課程を編成
○企業等と連携して、演習・実習等を実施
○企業等と連携して、教員に対し、実務に関する研修を組織的に実施
○企業等と連携して、学校関係者評価と情報公開を実施
○自己点検・評価を実施、結果を公表（就職状況や修得した能力等）
○対象の職業及び修得可能な能力を具体的かつ明確に設定し、公表
○受講者の成績評価を実施
○社会人が受講しやすい工夫の整備

＜短期プログラムの時間設定＞
BPと同様に下限は履修証明プログラム（最低１２０時間※）と設定し、上限は
制度の趣旨を考慮し２年未満としてはどうか。
※現在６０時間まで引き下げる方向で検討中。

経済的コスト軽減

専門学校

今後のスケジュール（案）

○次回会議にて新制度詳細案を提示（平成３０年３月頃を予定）

＜審査体制のあり方＞
職業実践専門課程・専門実践力育成プログラムの例を踏まえた審査手続きをど
のように構築するのか。

○新制度創設、周知（平成３０年度初旬）

○新制度申請募集開始（平成３０年度７月頃）

○初回認定プログラム告示（平成３１年２月頃）＜職業実践専門課程との連携＞
職業実践専門課程の認定学科を有する学校が社会人向け短期プログラムの認定
を受ける場合、重複する認定要件については手続きを簡略化してはどうか。

対象化について協議


